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研究成果の概要（和文）：本研究は，特別養護老人ホームにおける看護人材を定着させるためのマネジメントに
ついて，調査を通じて，仮説的であるが施設長による人材マネジメント指標案を作成することができた。具体的
には，【組織理念・目的の浸透】【能力開発・キャリア支援】【多職種協働の促進】【労働条件・安全衛生管
理】【ケア管理・業務改善】の5つの側面からのリテンションマネジメントの重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted through a survey on management for retaining nurses
 in nursing homes for older adults , and although hypothetical, we were able to develop a draft 
human resource management index by facility directors. Specifically, the study suggested the 
importance of retention management from five aspects: (1) penetration of organizational philosophy 
and objectives, (2) skill development and career support, (3) promotion of multidisciplinary 
cooperation, (4) working conditions and health and safety management, and (5) care management and 
operational improvement.

研究分野： 看護管理
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は、特別養護老人ホームやその他の介護施設の管理者にとって有益であり、効果的な看護人材の確
保策に役立つ。さらに、私たちの方法は研究者に洞察を与え、看護人材の定着対策に関するさらなる研究に取り
組む一助となるかもしれない。これらはいずれも、特別養護老人ホームの入所者の生活の質を向上させ、入所者
のケアに不可欠な役割を果たす看護師の労働負担を軽減するのに役立つ可能性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
諸外国に例を見ない速度で高齢化が進んでいるわが国では，団塊の世代が 75 歳以上となる

2025 年以降は国民の医療・介護の需要がさらに増加することが見込まれ，地域包括ケアシステ
ムの構築が急がれている。特別養護老人ホーム（以下，特養）では要介護 4・5 の入所者割合が
7 割に，また，医療が必要な入所者は 7 割と上昇傾向にあり（厚生労働省，2017），医療提供を
主目的としていない特養でも入所者の医療ニーズが高まっている。一方，政府による現状を投影
した見通しによると，介護保険給付費は 2025 年度に 14.6 兆円，2040 年度には 24.6 兆円を見
込んでいる（厚生労働省，2018）。このように急速に拡大する施設サービス需要に伴い，現状で
も深刻化している特養看護職の担い手不足への対応に加えて，財政的な負担の拡大を抑制する
ためにも，サービス提供側には人材の質的確保と量的確保を両輪としたマネジメントの実践が
必要である。 
 日本の特養に相当する欧米におけるナーシングホームでは，ケアの質の低さに対する看護職
の離職率の影響が指摘されている（Loomer et al., 2021）。また，看護職の定着率が高いと入所
者の入院発生率が低いことが報告されている（Thomas, KA., et al, 2013）。他方，看護職の定着
には，管理者の能力（Taunton et al, 1997）が大きく影響することが明らかにされている。海外
の高齢者施設の管理者には大学院修士レベルの教育を受けた看護職もおり，施設全体のケアに
責任をもっている場合もある（小野ら，2001）。日本では特養の施設長（以下管理者）には医療
職資格の保持者は少なく（日本看護協会，2016），看護職の定着や育成に必要なスキルやノウハ
ウに乏しいことが推測される。国内の 2～3 割の特養看護職が，職務上の権限及び業務範囲の不
明確さや，医療機関とは異なるスキルが求められることにより役割遂行に困難感を抱えている
という報告もされている（日本看護協会，2016）。以上のことから，特養において，入所者の医
療ニーズの変化に対応するため，看護職の質的確保と同時に，サービスの質低下を招く要因にも
なっている量的問題の解決を目指した人材マネジメントの実践が急務となっている。 
 特養特有の職場環境や職務内容の視点から看護人材の定着のためのマネジメントを検討した
研究は少なく，また離職要因に対応したマネジメントとその成果の分析についてはほとんどみ
られない。そのため，特養における看護人材を定着させるためのマネジメントを評価する指標を
作成する意義があると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は以下の 2 つである。 

１）特養看護職の定着のための人材マネジメント指標を作成し，信頼性・妥当性の検証を行う。 
２）職場環境評価尺度と人材マネジメント指標との関連性を確認する。 
 
３．研究の方法 
【第 1 段階】専門家会議とプレテストを通した人材マネジメント指標試案の内容妥当性の検証
と精錬 
 先行研究（馬場ら，2019，未発表）の量的データから抽出された項目を基盤に，研究者らのネ
ットワークをもとに，①学会誌や専門雑誌等において，特養におけるマネジメントについての実
践報告を行っている施設，または②施設のケアの理念の具現化への取り組みやケア上の課題に
対する取組みにおいて実績がある施設から，施設長及び看護管理者を 5名ずつ選定し，インタビ
ュー調査により重要項目を確認した。また，A市内の特養のケアの理念の具現化への取組みやケ
ア上の課題に対する取組みにおいて実績がある施設長 10 名に対してプレテストを実施し，人材
マネジメントにおける取組み領域と質問項目との一致性，適切性，表現内容の適切性，回答のし
やすさについて確認し，項目の表現を一部修正した。 
 
【第 2 段階】人材マネジメント指標の信頼性・妥当性の検証 
１）調査施設と対象者 
福祉保健医療情報サービス WAM NET に掲載されている全国の特養のうち，無作為抽出した

3,000 施設を対象に，施設長 3,000 名と，1施設につき 2名を任意に選定してもらった正職員の
看護職 6,000 名とした。 
２）データ収集方法と調査期間 
 対象施設の施設長宛てに，研究協力依頼文書，対象者への説明書，調査票，返信用封筒を郵送
した。施設名，住所，調査に協力できる看護職者数の情報を用いて施設リストを作成し，施設の
匿名化及び必要な場合に施設長を対象にした調査票（以下，施設票）と看護職を対象にした調査
票（以下，看護職票）を連結させるために，施設ごとに識別番号（以下 ID）を付し，調査票を 
作成し，送付した。再テスト信頼性の検討を目的に，全施設長に対して，1回目の回答から 2週
間後に再テスト用に調査票に回答するように求めた。調査期間は，2023 年 2 月 1 日から 2月 28
日とした。 
（１）調査内容 



＜施設票＞ 
個人属性，施設特性，人材マネジメント指標案とした。人材マネジメント指標案は 48 項目で，

現在の職場で実施している程度について，「5＝とてもあてはまる，4＝ややあてはまる，3＝どち
らともいえない，2＝ほとんどあてはまらない，1＝全くあてはまらない」の 5件法で尋ねた。 
＜看護職票＞ 
基本属性，特別養護老人ホームの職場環境評価尺度（緒形ら，2019）（以下，職場環境評価尺

度）とした。 
３）分析方法 
 研究対象者の特性及び尺度の記述統計量の記述統計値を算出する。項目分析は，天井効果，フ
ロア効果，Item-Total 相関分析（I-T 相関），項目間相関，各項目を除外した場合の Cronbach α
係数の変化を基準に項目を確認した。項目分析により除外された項目以外の全項目を用いて，探
索的因子分析を行った。 
尺度の信頼性を検討するため，内的一貫性は尺度全体と各因子の Cronbach α係数を算出し，

尺度の内的整合性を検討した。また妥当性の検討するため，構成概念妥当性は因子分析を行った。
基準関連妥当性は施設票と看護職票の連結ができた調査票を対象として，外的基準の尺度を用
いて「職場環境評価尺度」との相関関係を確認し，検証を行った。 
有意水準は 0.05（両側）とした。また，すべての分析は，IBM SPSS Statistics Version 27.0

を用いて行われた。 
 
４．研究成果 
１）人材マネジメント指標の作成と信頼性・妥当性の検証 
（１）調査結果に基づく指標項目の選択 
 適切な指標項目を選択するために，各質問項目を除外した場合のクロンバックα信頼性係数
（以下，α係数）の変化の確認，I-T 相関係数，項目間相関係数の算出，因子分析を実施した。
なお，同一因子への因子負荷量が低い項目であっても，下位指標の表す役割を果たすためにその
内容を欠くことができないと判断した場合には，削除する対象から外した。最終的に適切な指標
項目として 23 項目を採用した。 
（２）探索的因子分析 
分析対象 150 名の人材マネジメント指標の因子分析（最尤法，プロマックス回転）を行った結

果，人材マネジメント指標は 5因子構造をとることが示され，第 1因子は【組織理念・目的の浸
透】を評価する項目，第 2 因子は【能力開発・キャリア支援】を評価する項目，第 3因子は，【多
職種協働の促進】を評価する項目，第 4因子は【労働条件・安全衛生管理】を評価する項目，第
5因子は【ケア管理・業務改善】を評価する項目であった。 
（３）信頼性・妥当性 
 人材マネジメント指標の信頼性を検討するためにα係数を算出した。その結果，人材マネジメ
ント指標全体に対するα係数は 0.95 であり，下位指標のα係数は 0.750 から 0.900 の範囲にあ
った（表 1）。これらは，人材マネジメント指標が指標全体及び下位指標ともに内的整合性によ
る信頼性を確保していることを示す。 
 各因子の寄与率は 9.8％から 16.4％の範囲にあり，累積寄与率は 63.4％であった。 
 
 
表 1 人材マネジメント指標及びその下位指標の対応質問項目・寄与率・クロンバックα信頼性係数 
 

 

 
 
 
（４）職場環境評価と人材マネジメント指標との関連性の検証 
 基準関連妥当性の検討として，施設票と看護職票を連結できた 190 名のデータを用いて，併存
妥当性評価に職場環境評価尺度の下位概念である「上司との支援的役割」「創造的業務改善」「人
事考課」「施設長の任務」「教育」「介護職と看護職の協働」および指標全体と人材マネジメント
指標のそれぞれの因子間の相関係数を算出した（表 2）。すべての項目において相関係数 0.302
から 0.856 のやや相関からかなり強い相関が確認された。 
 
 

指標・下位指標 寄与率 α係数

人材マネジメント指標 63.4 0.950

　下位指標Ⅰ【組織理念・目的の浸透】 9.8 0.847

　下位指標Ⅱ【能力開発・キャリア支援】 10.5 0.821

　下位指標Ⅲ【多職種協働の促進】 12.2 0.750

　下位指標Ⅳ【労働条件・安全衛生管理】 14.5 0.850

　下位指標Ⅴ【ケア管理・業務改善】 16.4 0.900



 
表 2 人材マネジメント指標と職場環境評価尺度の相関係数 
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